
５　個別アクション一覧（アクション名、目標指数、数値目標、達成時期等）

分類 Ａ…新規アクション（過去ＡＰで目標達成していたが、再度取り組むこととしたアクションを含む）

Ｂ…市ＡＰ2007から継続的に取り組むアクション

Ｃ…県ＡＰ2013と共有して取り組むアクション

　１　建築物等の耐震化を進めます

(１)　住宅等の耐震化

№ アクション名 分類 目標指標
数値
目標

H24年度末
実績

達成
時期

担当局課

1 住宅の耐震化の促進 Ｂ･Ｃ
住宅（10,580戸）の耐
震化率

90% 52.0% H32年度末 建設課

2 家庭内の地震対策の促進 Ｂ･Ｃ
家具類を固定（家庭内の
一部を含む）している市
民の割合

100%
72.3%

（H23年度末）
H34年度末 市民課

(２)　公共建築物等の耐震化

№ アクション名 分類 目標指標
数値
目標

H24年度末
実績

達成
時期

担当局課

3
市有公共建築物の耐震性
能の表示 Ｂ･Ｃ

市有公共建築物の耐震性
能の表示の実施率

100% 53.6% H32年度末 市民課

4
市立学校の校（園）舎・
体育館等の耐震化の促進 Ｂ･Ｃ

市立幼稚園の園舎等（4
棟）、小中学校の校舎・
体育館等（29棟）の耐
震化率

それぞれ
100%

幼25.0％
小中:96.6%

H27年度末 学校教育課

5
児童福祉施設（保育所）
の耐震化の促進 Ｂ･Ｃ

児童福祉施設（保育所）
（5棟）の耐震化率

100% 40.0% H27年度末 学校教育課

6 病院の耐震化の促進 Ｂ
病院（3病院）の耐震化
率

100% 66.7% H32年度末 健康増進課

7
特定建築物の耐震化の促
進 Ｂ･Ｃ

耐震改修促進法に基づく
特定建築物（109棟）の
耐震化率

90%
78.9%
(86棟)

H27年度末 建設課

8
大規模建築物の耐震化の
促進 Ａ･Ｃ

建築物の耐震改修の促進
に係る法律に基づく要緊
急安全確認大規模建築物
（５棟）の耐震診断の実
施率

100% ― H27年度末 建設課

9
大規模建築物の天井脱落
対策の促進 Ａ･Ｃ

固定客席を有する建築物
等の特定天井の対策実施
率

100% ― H27年度末 生涯学習課

　２　命を守るための施設等を整備します

　 (１)  津波を防ぐ施設の整備

№ アクション名 分類 目標指標
数値
目標

H24年度末
実績

達成
時期

担当局課

10
レベル１津波に対する津
波対策施設（海岸）の整
備

Ａ･Ｃ
レベル１津波に対する整
備が必要な津波対策施設
（1.4km）の整備率

100% ― H34年度末 産業振興課

Ⅰ　地震・津波から命を守る

アクション取り下げを検討中 アクション取り下げを検討中 



11
レベル１津波に対する津
波対策施設（河川）の整
備

Ａ･Ｃ
レベル１津波に対する整
備が必要な河川（1河
川）の整備率

100% － H34年度末 建設課

12
津波到達までに閉鎖可能
な津波対策施設の整備 Ａ･Ｃ

津波到達までに閉鎖可能
な津波対策施設(3基)の
整備率（水門・陸閘の自
動化・遠隔化等）

100% ー H34年度末 産業振興課

13 海岸堤防の耐震化 Ａ･Ｃ
耐震化が必要な海岸堤防
（1.3km）の整備率

100% － H34年度末 産業振興課

14
海岸堤防の粘り強い構造
への改良 Ａ･Ｃ

粘り強い構造への改良が
必要な海岸堤防
（1.8km）の整備率

100% － H34年度末 産業振興課

15 津波対策水門等の耐震化 Ａ･Ｃ
耐震化が必要な津波対策
水門（河川1水門）の整
備率

100% － H34年度末 産業振興課

16
沿岸域の地形等を踏まえ
更なる安全度の向上を図
る「静岡モデル」の推進

Ａ･Ｃ
静岡モデル整備に向けた
検討会の設置率

100% ― H25年度末

市民課
産業振興課
建設課

観光交流課

(２)　津波から逃げる環境の整備

№ アクション名 分類 目標指標
数値
目標

H24年度末
実績

達成
時期

担当局課

17 津波避難計画策定の促進 Ａ･Ｃ 津波避難計画の策定 完了 ― H27年度末 市民課

18
新たなハザードマップの
整備の促進 Ａ･Ｃ

想定に即した住民配布用
ハザードマップの整備率

100% － H27年度末 市民課

19
災害時における避難行動
の理解の促進 Ａ･Ｃ

自分の住んでいる地域の
危険度を理解している人
の率

100% － H34年度末 市民課

20
津波避難訓練の充実・強
化 Ａ･Ｃ 津波避難訓練の実施率 100% 100%

H34年度末
（維持）

市民課

21
津波避難訓練の充実・強
化（自主防災組織） Ａ･Ｃ

津波浸水区域内にある自
主防災組織の津波避難訓
練の実施率

100% 100%
H34年度末
（維持）

市民課

22
津波避難訓練の充実・強
化（社会福祉施設） Ａ･Ｃ

想定浸水区域内にある社
会福祉施設の災害対応マ
ニュアル見直し及び津波
避難訓練の実施率

100% 100%
H34年度末
（維持）

福祉事務所

(３)　津波に備える体制の整備

№ アクション名 分類 目標指標
数値
目標

H24年度末
実績

達成
時期

担当局課

23
津波避難施設空白地域の
解消 Ａ･Ｃ

津波避難施設の要避難者
カバー率

100% － H34年度末 市民課

24
学校等施設の津波避難対
策の促進 Ａ

浸水区域内に立地する学
校等施設への津波避難施
設等の整備率

100% － H34年度末 学校教育課

(４)　避難地・避難路の整備

№ アクション名 分類 目標指標
数値
目標

H24年度末
実績

達成
時期

担当局課

25
津波避難施設（避難路･
避難地等）の整備 Ａ･Ｃ

市及び自主防災会が整備
する津波避難施設等の整
備率

100% － H34年度末 市民課



(５)　緊急輸送路等の整備

№ アクション名 分類 目標指標
数値
目標

H24年度末
実績

達成
時期

担当局課

26
緊急輸送路等沿いの落下
物対策の促進 Ｂ･Ｃ

緊急輸送路・避難路沿い
建築物等(165棟)の落下
物対策の実施率

100%
80.6%
(133棟）

H34年度末 建設課

27
緊急輸送路等沿いのブ
ロック塀の耐震化の促進 Ｂ･Ｃ

緊急輸送路等沿いの危険
なブロック塀(106箇所)
の耐震改修実施率

100%
71.7%
(76箇所)

H34年度末 建設課

28
災害時の迂回路となる林
道の整備 Ａ･Ｃ

迂回路となり得る林道
（7.0km）の整備率

100% － H34年度末 産業振興課

　３　救出・救助等災害応急活動体制を強化します

(１)　防災拠点等の強化防災拠点等の強化

№ アクション名 分類 目標指標
数値
目標

H24年度末
実績

達成
時期

担当局課

29 新庁舎の整備 Ａ
災害対策本部の拠点を確
保するための防災拠点施
設の整備

100% ー H30年度末 施設整備室

30
災害対策本部施設及び代
替施設の整備の促進 Ａ

災害対策本部及び代替施
設の本部運営体制の施設
整備及び資機材等の充足
率

100% 40.0% H27年度末 市民課

31
災害対策本部及び代替施
設の本部運営マニュアル
の策定

Ａ
災害対策本部及び代替施
設の本部運営マニュアル
の策定

完了 ― H27年度末 市民課

32
災害対策本部代替施設利
用団体との連携 Ａ

災害対策本部代替施設利
用団体連絡会議の実施率

100% 100%
H34年度末
（維持）

市民課

33
代替災害対策本部施設
（２施設）における非常
用電源の整備率

Ｂ
代替対策本部施設（２施
設）における非常用電源
の整備率

100% 50.0% H26年度末 市民課

34 防災拠点施設の整備 Ａ
消防団詰所の統廃合に伴
う防災拠点施設の整備
（5施設）

100% － H34年度末 市民課

35 防災資機材の整備 Ｂ
防災拠点（広域避難所
等）における防災資機材
（一式）の充足率

100% 48.0% H34年度末 市民課

36 市業務継続計画の促進 Ａ 市業務継続計画の策定 完了 ― H27年度末 市民課

(２)　消防力の充実・強化情報収集・連絡体制の強化

№ アクション名 分類 目標指標
数値
目標

H24年度末
実績

達成
時期

担当局課

37 消防救急無線の高度化 Ａ･Ｃ
消防本部のデジタル無線
化の割合

100% ― H26年度末 下田地区消防組合

38
孤立地域対策の促進（通
信手段の確保） Ａ･Ｃ

集落散在地域の孤立予想
集落（８集落）における
通信手段の整備率

100%
50.0%

（４箇所）
H30年度末 市民課

(３)　消防力の充実・強化

№ アクション名 分類 目標指標
数値
目標

H24年度末
実績

達成
時期

担当局課

39
消防団用防災資機材の整
備 Ｂ

消防団用防災資機材（一
式）の充足率

100% 20.0% H28年度末 市民課



40 消防本部の広域化の推進 Ａ･Ｃ
消防本部に広域化する割
合

100% 18.8% H33年度末 市民課

41 救急体制の整備の促進 Ａ･Ｃ
救急救命士（36人）の
確保率

100%
41.7%
(15人)

Ｈ34年度末 下田地区消防組合

42
消防施設・設備の整備の
促進 Ａ･Ｃ

耐震性貯水槽（97基）
の整備率

100%
41.0%
(40基)

H34年度末 市民課

43 地域の消防力の確保 Ｂ･Ｃ
消防団員の確保率（380
人）

100%
99.0%
(375人)

H34年度末 市民課

44
地震火災に備えた消防装
備の整備の促進 Ａ･Ｃ

人口1万人当りの動力消
防ポンプの口数（8.0
口）

100% 100%
H34年度末
（維持）

下田地区消防組合

(４)　広域支援の受入れ体制の強化

№ アクション名 分類 目標指標
数値
目標

H24年度末
実績

達成
時期

担当局課

45
孤立地域対策の促進（ヘ
リ誘導訓練） Ａ･Ｃ

集落散在地域のヘリ離発
着スペース（８箇所）に
おける、誘導訓練の実施

100% － H34年度末 市民課

　４　医療救護体制を強化します

(１)　災害時の医療救護体制の充実・強化

№ アクション名 分類 目標指標
数値
目標

H24年度末
実績

達成
時期

担当局課

46 医療救護計画の改訂 Ｂ
県医療救護改定に伴う医
療救護計画の改訂

完了 ― H26年度末 健康増進課

47
救護所、仮設救護病院等
の資機材の整備 Ｂ

救護所、仮設救護病院等
の資機材の充足率

100% 30.0% H34年度末 健康増進課

(２)　災害時の医療救護体制の充実・強化広域医療救護体制の充実・強化

№ アクション名 分類 目標指標
数値
目標

H24年度末
実績

達成
時期

担当局課

48
災害時医療救護マニュア
ル改訂の促進 Ｂ

救護病院（１病院）にお
ける県広域受援計画作成
に伴う災害時医療救護マ
ニュアルの改訂

100% ― H27年度末 健康増進課

49
広域搬送トリアージ基準
の習熟度の向上 Ｂ

救護病院（１病院）にお
ける広域搬送トリアージ
基準を用いた訓練の実施
率

100% ― H27年度末 健康増進課

　５　災害時の情報伝達体制を強化します

(１)　迅速・的確な情報伝達

№ アクション名 分類 目標指標
数値
目標

H24年度末
実績

達成
時期

担当局課

50
災害時情報伝達の強化・
促進（屋内受信機） Ｂ･Ｃ

防災ラジオ又の整備率
（11,400台）

100%
54.4%

(6200台)
H27年度末 市民課



　６　複合災害・連続災害対策を強化します

(１)　原子力防災対策の強化

№ アクション名 分類 目標指標
数値
目標

H24年度末
実績

達成
時期

担当局課

51
原子力災害時の避難体制
の確立（資機材整備） Ａ･Ｃ

原子力防災資機材（放射
線測定器等）の整備

100% ― Ｈ34年度末 市民課

　７　地域の防災力を強化します

(１)　自主防災組織の活性化

№ アクション名 分類 目標指標
数値
目標

H24年度末
実績

達成
時期

担当局課

52
自主防災組織の資機材整
備の促進 Ｂ

自主防災組織（48組
織）の資機材充足率

100% 72.0% Ｈ34年度末 市民課

53
地域における防災人材の
活用 Ａ･Ｃ

自主防災組織における防
災人材の認知率

100% ― H34年度末 市民課

(２)　市民等の防災意識の高揚、防災教育の充実

№ アクション名 分類 目標指標
数値
目標

H24年度末
実績

達成
時期

担当局課

54
小･中学校の防災体制の
強化・推進 Ｂ･Ｃ

「防災教育推進のための
連絡会議」の開催校数
（11校）

100%
100%

（11校）
H34年度末
（維持）

学校教育課

55
防災活動における小･中
学校と地域の連携（防災
訓練等）

Ｂ･Ｃ
小･中学校（11校）と地
域が連携した防災活動
（防災訓練等）の実施率

100%
100%

（11校）
H34年度末
（維持）

学校教育課

56
災害情報入手時の対応力
の強化 Ａ･Ｃ

緊急地震速報入手時に的
確な行動ができる者の割
合

100%
83.0%

（H23年度末）
Ｈ34年度末 市民課

57
男女共同参画の視点から
の防災対策の推進（自主
防災組織）

Ａ･Ｃ
女性が役員として参画し
ている自主防災組織の率

100% － H34年度末
市民課

企画財政課

58
男女共同参画の視点から
の防災対策の推進（防災
講座）

Ａ･Ｃ
男女共同参画の視点を入
れた防災講座の開催

100% － H29年度末
市民課

企画財政課

(３)　災害時要援護者の避難体制の整備防災訓練の充実・強化

№ アクション名 分類 目標指標
数値
目標

H24年度末
実績

達成
時期

担当課

59
地域防災訓練の充実・強
化（自主防災組織） Ａ･Ｃ

自主防災組織における地
域防災訓練の実施率

100% 100%
H34年度末
（維持）

市民課

60
地域防災訓練の充実・強
化（中・高校生） Ａ･Ｃ

中・高校生の地域防災訓
練への参加率

100% 58.4% H34年度末 市民課

(４)　災害時要援護者の避難体制の整備公共施設利用者等の避難体制の整備

№ アクション名 分類 目標指標
数値
目標

H24年度末
実績

達成
時期

担当課

61
公共施設利用者等の避難
対策マニュアルの策定 Ａ

公共施設利用者等の避難
対策マニュアルの策定率

100% 85.6% H27年度末 公共施設所管課

62
公共施設利用者等の避難
訓練の充実・支援 Ａ

公共施設利用者等の避難
訓練の実施率

100% 85.6% H34年度末 公共施設所管課



(５)　災害時要援護者の避難体制の整備

63
災害時要援護者の避難訓
練の充実・促進 Ｂ･Ｃ

災害時要援護者を対象と
した防災訓練の実施率

100% ― H34年度末 福祉事務所

(６)　災害時要援護者の避難体制の整備津波浸水想定区域における避難体制の充実

64
津波避難場所案内看板の
整備 Ｂ

津波避難場所案内看板
（9箇所)の更新及び新設

100% ― Ｈ27年度末 市民課

65 避難誘導標識の整備 Ｂ
避難誘導標識（481箇
所）の更新及び新設

100% ― H34年度末 市民課

(７)　ライフライン、事業所等の地震・津波対策の強化

66
水道管（石綿管含む）布
設替え事業の促進 Ｂ･Ｃ

水道管（石綿管含む）
（194km）の布設替え
率

100%
91.2%

（177km）
H34年度末 上下水道課

67 下水道施設の耐震化 Ａ
下水道処理施設（６棟）
の耐震化率

100%
33.3%
（2棟）

Ｈ27年度末 上下水道課

68 配水池の耐震化 Ｂ
配水池（25箇所）の耐
震化

100% － H34年度末 上下水道課

69
配水池の非常用電源設備
の整備 Ａ

配水地の非常用電源設備
（１基）の整備率

100% － Ｈ26年度末 上下水道課

70
事業所の防災対策(地震
防災応急計画の策定) Ｂ･Ｃ

地震防災応急計画の策定
率

100% 100%
H34年度末
(維持）

市民課

　８　観光地における避難対策を強化します。 　

(１)　避難支援体制の強化

71
観光地における避難対策
マニュアルの策定

Ａ
観光地における避難対策
マニュアルの策定

完了 ― Ｈ27年度末 観光交流課

(２)　避難支援体制の整備避難訓練の充実・強化

72
観光客等の避難訓練の充
実・実施

Ａ
観光客等を対象とした避
難訓練の実施率

100% 82.0% Ｈ34年度末 観光交流課
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Ⅱ　被災後の市民生活を守る

　９　避難生活の支援体制を充実します

(１)　避難所運営体制の整備

73
広域避難地の防災倉庫の
整備 Ｂ

広域避難地（10施設）
における防災倉庫の整備
率

100% 50.0% Ｈ27年度末 市民課

74 避難所の天井脱落防止 Ａ･Ｃ
避難所の天井脱落防止基
準適合率

100% － H26年度末 学校教育課

75
応急危険度判定の実施体
制の強化 Ｂ･Ｃ

応急危険度判定士の養成
数(68人以上)

100%
39.7%
(27人)

H27年度末 建設課

76
避難所運営支援体制の充
実・強化 Ｂ･Ｃ

地域住民・市防災担当
者、学校との連絡会議実
施率

100% 100%
H34年度末
（維持）

学校教育課

(２)　被災者の健康支援体制の整備

77
災害時の健康支援の促進
（マニュアルの整備） Ｂ･Ｃ

災害時健康支援マニュア
ルの策定率

完了 ― H27年度末 健康増進課

78
被災者のメンタルヘルス
ケアの促進 Ｂ･Ｃ

地域防災計画に心のケア
対策を記載

100% ― H25年度末 市民課

(３)　災害時要援護者の支援体制の整備

79
福祉避難所における情報
提供機器等の整備 Ｂ

福祉避難所における情報
提供機器等の整備

100% － Ｈ26年度末 福祉事務所

80 福祉避難所設置の促進 Ａ･Ｃ
「福祉避難所運営マニュ
アル」の策定

完了 － H27年度末 福祉事務所

81
多言語化・やさしい日本
語による表示 Ａ･Ｃ

海抜表示等緊急時防災情
報の多言語化・やさしい
日本語化実施

100% 20.7% H34年度末 市民課

(４)　地域やボランティアとの連携強化

82
災害ボランティアの連携
強化 Ａ･Ｃ

賀茂地区の災害ボラン
ティアによる図上訓練の
実施率

100% ― Ｈ34年度末 市民課

１０　緊急物資等を確保します

(１)　緊急物資の備蓄促進

83
市民の緊急物資備蓄の促
進（食料） Ｂ･Ｃ

7日以上の食料を備蓄し
ている市民の割合

100%
10.6%

（Ｈ23年度末）
H34年度末 市民課

84
市民の緊急物資備蓄の促
進（水） Ｂ･Ｃ

7日以上の飲料水を備蓄
している市民の割合

100%
23.4%

（Ｈ23年度末）
H34年度末 市民課

85
市の緊急物資備蓄の促進
（非常食を持ち出せな
かった避難者の食料）

Ｂ･Ｃ
市の緊急物資（食料）の
備蓄量(約11.5万食)

100% 14.9% H29年度末 市民課
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Ⅲ　迅速かつ着実に復旧、復興を成し遂げる

　１１　災害廃棄物などの処理体制を確保します

(１)　災害廃棄物などの処理体制の確保

86
市震災廃棄物処理計画の
策定 Ｂ･Ｃ

震災廃棄物処理計画の策
定

完了 ― H26年度末 環境対策課

　１２　被災者・被災事業者の迅速な再建を目指し着実な復旧、復興を進めます

(１)　地域の迅速な復旧、復興の推進

87
震災復興のための都市計
画行動計画策定の促進 Ａ･Ｃ

都市計画区域における震
災復興都市計画行動計画
の策定

完了 － H29年度末 建設課

88
被災地域の迅速な復旧対
策を図る地籍調査の推進 Ａ･Ｃ

津波浸水域内の街区官民
境界調査実施率（4.68k
㎡）

100% － H34年度末
企画財政課
建設課

(２)　遺体への適切な対応

89 遺体の適切な対応の促進 Ｂ･Ｃ 遺体処理計画の策定 完了 － H29年度末 健康増進課

90 広域火葬実施体制の整備 Ｂ 広域火葬実施計画の策定 完了 － Ｈ29年度末 健康増進課

91
広域火葬共同運用体制に
よる訓練の促進 Ａ･Ｃ

広域火葬共同運用体制に
よる防災訓練への参加

100% － H25年度末 市民課
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